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論壇
Ⅰ
�
は
じ
め
に

平
成
１５
年
暮
れ
に
、
譲
渡
人

を
父
（
以
下
「
Ｋ
」
）
、
譲
受
人

を
そ
の
妻
と
子
（
以
下
「
Ｈ

ら
」
）
と
す
る
親
族
間
の
不
動

産
売
買
契
約
が
行
わ
れ
た
。
売

買
金
額
が
相
続
税
評
価
額
（
路

線
価
ベ
ー
ス
）
で
あ
っ
た
た

め
、
相
税
法
７
条
に
規
定
す
る

低
額
譲
渡
に
当
た
る
か
否
か
で

争
訟
と
な
っ
た
。
Ｈ
ら
は
、
審

判
所
（
平
成
１８
年
５
月
２４
日
裁

決
※
１
）
で
棄
却
さ
れ
た
が
、

東
京
地
裁
平
成
１９
年
８
月
２３
日

判
決
※
２
で
原
処
分
が
取
り
消

さ
れ
た
有
名
な
事
件
で
あ
る
。

東
京
地
裁
は
、
時
価
（
地
価
公

示
価
格
）
よ
り
２０
％
程
度
低
い

相
続
税
評
価
額
で
譲
渡
す
る
こ

と
は
「
社
会
通
念
上
・
・
・
一

般
に
著
し
く
低
い
割
合
と
は
み

ら
れ
て
い
な
い
」
と
し
て
、
相

税
法
７
条
の
み
な
し
贈
与
規
定

を
適
用
し
な
か
っ
た
。

し
か
し
、
筆
者
の
興
味
は
、

東
京
地
裁
の
前
哨
戦
と
な
っ
た

裁
決
に
お
け
る
、
相
当
の
地
代

を
収
受
し
て
い
る
土
地
の
譲
渡

価
額
そ
の
も
の
の
言
及
で
あ
る
。

Ⅱ
�
相
当
の
地
代
を
収
受
し
て
い
る
貸

宅
地
の
評
価
減
の
可
否

�

本
事
案
に
お
け
る
売
買
代

金
の
計
算
基
準

イ
、Ｈ

ら
：
平
成
１
５
年
路

線
価

【３６０
,０００
円

】×奥

行
価
格
補
正
率

【０
.９

６

】
×
（１

－
借
地
割
合

）

【１
－
０
.２

】＝２７６
,４８０

円

（１
㎡
当
た
り

）

ロ
、課

税
庁
：
取
引
事

例
に
よ
る
価
額

【４４０
,

０００
円

】
×０

.８
＝
３５２
,０００

円

（１
㎡
当
た
り

）

ハ
、差

額
割
合
：
イ
÷
ロ

≒
７８
％

�

２０
％
控
除
の
理
由

Ｈ
ら
は
、「
借
地
割
合
は
堅
固

な
建
物
（
貸
家
）
の
敷
地
の
用

に
供
し
て
お
り
、
相
当
の
地
代

の
授
受
が
行
わ
れ
て
い
る
こ
と

の
減
額
で
あ
る
」
と
主
張
し
、

課
税
庁
は
、「
相
当
の
地
代
を
収

受
し
て
い
る
貸
宅
地
で
あ
る
こ

と
に
よ
る
減
額
で
あ
る
」
と
し

て
い
る
。
い
ず
れ
も
、
昭
和
６０

年
６
月
５
日
創
設
の
い
わ
ゆ
る

「
相
当
地
代
通
達
」
が
根
底
に

あ
る
。
し
か
し
、
譲
渡
価
額
の

算
定
に
お
い
て
当
該
通
達
を
取

り
入
れ
る
こ
と
に
は
疑
問
が
あ

る
。

�

相
当
地
代
通
達
援
用
の
問

題
点

相
当
地
代
通
達
は
、
昭
和
５５

年
１２
月
の
借
地
権
に
つ
い
て
の

法
人
税
法
基
本
通
達
大
改
正
を

受
け
て
、
相
続
税
・
贈
与
税
の

た
め
に
５
年
近
く
を
か
け
て
で

き
た
も
の
で
あ
り
、
そ
の
趣
旨

と
し
て
「
・
・
・
相
当
の
地
代

を
支
払
う
な
ど
の
特
殊
な
場
合

の
相
続
税
及
び
贈
与
税
の
取
扱

い
を
定
め
た
も
の
で
あ
る
」
と

明
記
さ
れ
て
い
る
。
そ
の
た

め
、
当
該
通
達
１
で
は
「
借
地

権
（
建
物
の
所
有
を
目
的
と
す

る
地
上
権
又
は
賃
借
権
を
い
う

・
・
・
）
の
設
定
に
際
し
・
・

・
」
と
あ
る
よ
う
に
、
建
物
の

み
を
指
し
て
い
る
と
こ
ろ
に
相

続
税
法
の
評
価
規
定
で
あ
る
こ

と
が
読
み
取
れ
、
ま
た
、
納
得

の
い
く
と
こ
ろ
で
も
あ
る
。
し

た
が
っ
て
、
相
当
地
代
通
達
と

い
う
相
続
税
法
上
の
評
価
規
定

を
譲
渡
価
額
の
算
定
に
援
用
す

る
こ
と
に
は
問
題
が
あ
る
。

本
事
案
は
、
個
人
間
に
お
け

る
土
地
の
売
買
取
引
で
あ
る

が
、
一
方
で
、
当
該
譲
渡
物
件

で
あ
る
土
地
上
に
は
法
人
所
有

（
以
下
「
Ｍ
社
」
）
の
建
物
が

建
っ
て
お
り
、
Ｋ
は
Ｍ
社
よ
り

相
当
の
地
代
を
収
受
し
て
い

る
。
こ
の
よ
う
な
ケ
ー
ス
（
個

人
と
法
人
と
の
貸
借
関
係
）
の

と
き
、「
当
事
者
の
い
ず
れ
か
一

方
が
法
人
で
あ
る
場
合
の
そ
の

一
方
の
個
人
に
つ
い
て
は
、
原

則
と
し
て
、
従
来
ど
お
り
法
人

税
の
取
扱
い
に
準
拠
し
て
取
り

扱
う
こ
と
と
な
る
」
と
い
う
昭

和
４８
年
１１
月
１
日
い
わ
ゆ
る
使

用
貸
借
通
達
の
冒
頭
の
文
言
が

浮
か
ん
で
く
る
。
さ
ら
に
、
使

用
貸
借
通
達
の
１
で
は
「
建
物

又
は
構
築
物
（
・
・
・
）
の
所

有
を
目
的
と
し
て
・
・
・
」
と

規
定
し
て
い
る
。
す
な
わ
ち
、

本
事
案
は
、
個
人
間
の
譲
渡
所

得
課
税
の
問
題
で
あ
る
以
上
、

所

税

令
７９
条

及

び

法

税

令

１
３
８
条
（
共
に
、
建
物
又
は

構
築
物
の
所
有
を
目
的
と
す
る

借
地
権
に
関
す
る
規
定
）
の
問

題
で
あ
る
。

�

貸
宅
地
評
価
減
の
可
否

以
上
か
ら
す
る
と
、
権
利
金

の
収
受
に
代
え
当
該
土
地
の
価

額
に
照
ら
し
て
相
当
の
地
代
を

収
受
し
て
い
る
場
合
に
は
、
法

税
令
１
３
７
条
を
ベ
ー
ス
に
法

基
通
１３－

１－

１５
（
相
当
の
地

代
で
賃
借
し
た
土
地
に
係
る
借

地
権
の
価
額
）
が
適
用
す
べ
き

法
令
等
に
該
当
す
る
と
考
え
る

こ
と
が
相
当
で
あ
る
。
そ
の
結

果
、
同
通
達
で
は
、
相
当
の
地

代
に
よ
り
賃
借
し
た
土
地
に
係

る
借
地
権
を
譲
渡
し
た
場
合
に

は
借
地
権
価
額
を
零
と
し
て
お

り
、
本
事
案
の
よ
う
な
２０
％
控

除
の
適
用
は
な
い
こ
と
と
な
る
。

Ⅲ
�
審
判
所
判
断
は
是
と
い
え
る

審
判
所
は
、
本
件
土
地
上
の

借
地
権
価
額
及
び
本
件
土
地
の

時
価
に
つ
い
て
、「
・
・
・
借
地

人
で
あ
る
Ｍ
社
が
当
該
借
地
権

を
譲
渡
し
た
場
合
に
対
価
と
し

て
受
領
す
べ
き
金
額
は
、
法
人

税
の
取
扱
い
に
よ
り
、
原
則
と

し
て
零
と
さ
れ
る
の
で
あ
る
か

ら
（
法
基
通
１３－

１－

１５
）
、
Ｍ

社
と
と
も
に
本
件
土
地
を
第
三

者
へ
譲
渡
し
た
場
合
の
本
件
土

地
の
所
有
者
・
・
・
が
受
領
す

べ
き
貸
宅
地
の
対
価
は
、
本
件

土
地
の
譲
渡
価
額
の
全
額
に
相

当
す
る
金
額
、
す
な
わ
ち
、
自

用
地
と
し
て
の
価
額
と
な
る
。

こ
の
こ
と
か
ら
も
、
本
件
土
地

の
通
常
の
取
引
価
額
は
、
自
用

地
と
し
て
の
通
常
の
取
引
価
額

そ
の
も
の
に
よ
る
の
が
相
当
と

い
え
る
。
」
と
判
断
し
て
い
る
。

す
な
わ
ち
、
審
判
所
が
示
し

た
本
件
土
地
の
時
価
及
び
本
件

売
買
価
額
の
時
価
と
の
差
額
割

合
は
以
下
と
な
る
。

イ
、時

価
：
４３８
,０００

円

×

１００
％
＝
４３８
,０００

円

（１

㎡
当
た
り

）

ロ
、本

件
売
買
価
額
：

前
述
の
２

）

１

（イ
２７６
,

４８０
円

（１
㎡
当
た
り

）

ハ
、差

額
割
合
：
ロ
÷
イ

≒
６３
％

相
税
法
７
条
の
時
価
に
比
し

て
「
著
し
く
低
い
価
額
」
に
よ

る
譲
渡
の
該
当
性
と
し
て
は
、

６３
％
（
４
割
近
い
）
と
い
う
開

差
は
あ
ま
り
に
も
大
き
い
。
こ

れ
に
よ
り
、
審
判
所
は
Ｈ
ら
の

審
査
請
求
を
棄
却
し
た
。

こ
れ
に
対
し
、
東
京
地
裁
で

は
、「
・
・
・
権
利
金
の
収
受
が

な
く
、
か
つ
『
相
当
の
地
代
』

の
収
受
が
行
わ
れ
て
い
る
貸
宅

地
の
評
価
は
・
・
・
自
用
地
と

し
て
の
価
額
（
更
地
価
格
）
の

１
０
０
分
の
８０
に
相
当
す
る
金

額
に
よ
っ
て
評
価
す
る
も
の
と

さ
れ
て
い
る
（
個
別
通
達
・
・

・
昭

和
６０
年
６
月
５
日
・
・
・

参
照
）
。
こ
の
条
件
に
当
て
は
ま

る
貸
宅
地
上
の
借
地
権
は
、
権

利
金
を
支
払
っ
て
い
な
い
こ
と

か
ら
、
借
地
権
設
定
に
よ
る
利

益
が
な
い
も
の
と
さ
れ
、
そ
の

価
格
は
零
と
評
価
さ
れ
る
の
で

あ
る
が
、
借
地
借
家
法
上
の
制

約
、
賃
貸
借
契
約
に
基
づ
く
制

約
が
あ
る
こ
と
や
、
借
地
権
の

取
引
慣
行
の
な
い
地
域
に
つ
い

て
も
２０
パ
ー
セ
ン
ト
の
借
地
権

相
当
額
の
控
除
を
認
め
て
い
る

こ
と
と
の
権
衡
を
考
慮
し
、
上

記
の
条
件
に
当
て
は
ま
る
貸
宅

地
の
評
価
に
当
た
っ
て
も
、
自

用
地
価
格
か
ら
２０
パ
ー
セ
ン
ト

相
当
額
の
控
除
を
す
る
こ
と
と

し
た
も
の
で
あ
る
」
と
し
て
、

２０
％
の
控
除
を
相
当
と
し
て
い

る
。し

か
し
、
地
裁
の
よ
う
な
考

え
方
は
、
あ
く
ま
で
担
税
力
を

資
産
価
値
に
見
出
す
相
続
税
法

に
お
け
る
財
産
評
価
の
そ
れ
で

あ
り
、
所
得
税
法
、
法
人
税
法

と
い
っ
た
所
得
計
算
の
世
界
で

は
、
当
該
通
達
適
用
の
余
地
は

な
い
と
考
え
ら
れ
る
。

�
�
過
去
の
裁
判
等
を
探
る

�

東
京
地
裁
平
成
２
年
２
月

２７
日
判
決
※
３

こ
の
事
案
も
上
述
事
案
と
同

じ
く
、
権
利
金
の
収
受
に
代
え

相
当
地
代
の
収
受
が
認
定
さ
れ

た
土
地
の
譲
渡
価
額
が
争
点
の

一
つ
に
あ
っ
た
。
納
税
者
は
、

賃
貸
借
に
よ
り
土
地
の
利
用
制

限
が
生
じ
た
と
い
う
法
的
か
つ

経
済
的
事
実
は
否
定
で
き
ず
、

貸
宅
地
に
つ
い
て
自
用
地
と
し

て
の
価
額
か
ら
２０
％
減
価
す
べ

き
で
あ
り
、
そ
う
で
な
い
と
し

て
も
、
貸
家
建
付
地
と
し
て
１８

％
減
価
す
べ
き
で
あ
る
と
主
張

し
た
。

し
か
し
判
決
は
、「
・
・
・
当

事
者
の
一
方
又
は
双
方
が
法
人

で
あ
る
場
合
に
お
い
て
、
当
事

者
間
の
借
地
契
約
に
よ
り
、
権

利
金
等
の
授
受
に
代
え
・
・
・

相
当
な
地
代
を
支
払
う
も
の
と

さ
れ
て
い
る
と
す
れ
ば
、
経
済

的
に
は
、
当
該
地
代
の
資
本
還

元
額
が
当
該
土
地
の
自
用
地
と

し
て
の
価
額
と
同
等
と
な
る
か

ら
、
地
主
の
許
に
当
該
土
地
の

自
用
地
と
し
て
の
価
額
が
そ
の

ま
ま
残
さ
れ
て
い
て
、
借
地
人

に
対
す
る
借
地
権
部
分
に
相
当

す
る
経
済
的
価
値
の
移
転
は
な

か
っ
た
も
の
と
見
る
こ
と
が
で

き
る
・
・
・
し
た
が
っ
て
、
当

該
土
地
部
分
に
つ
い
て
は
本
件

借
地
権
が
設
定
さ
れ
て
い
た
も

の
の
、
そ
の
取
得
価
額
の
算
定

に
当
た
っ
て
自
用
地
と
し
て
の

価
額
か
ら
借
地
権
の
価
額
を
控

除
す
べ
き
で
は
な
い
。
・
・
・

右
の
個
別
通
達
は
、
第
三
者
に

よ
る
利
用
制
限
を
減
価
事
由
と

し
て
考
慮
し
た
も
の
で
あ
っ
て

・
・
・
土
地
の
譲
渡
に
は
妥
当

し
な
い
も
の
で
あ
る
か
ら
、
原

告
の
主
張
は
失
当
で
あ
る
。
」

と
判
示
し
て
い
る
。

�

平
成
元
年
８
月
９
日
裁
決

※
４

本
事
案
は
、
法
人
所
有
土
地

上
に
役
員
所
有
の
建
物
が
建
っ

て
お
り
、
そ
の
役
員
へ
の
土
地

譲
渡
価
額
の
多
寡
が
争
点
と
な

っ
た
。
納
税
者
は
、
更
地
価
額

の
２０
％
〜
３０
％
を
減
額
す
る
の

が
通
例
と
し
て
２５
％
を
減
額
し

た
価
額
を
も
っ
て
譲
渡
し
た

が
、
課
税
庁
は
、
当
該
減
額
を

否
認
し
た
。

審
判
所
は
、
法
税
令
１
３
７

条
「
の
規
定
に
よ
れ
ば
、
・
・

・
権
利
金
の
収
受
に
代
え
・
・

・
相
当
の
地
代
を
収
受
し
て
い

る
場
合
・
・
・
借
地
人
に
帰
属

す
べ
き
利
益
の
生
ず
る
余
地
は

な
い
か
ら
、
借
地
法
上
は
借
地

権
が
存
す
る
も
の
の
、
そ
の
経

済
価
値
は
零
と
評
価
さ
れ
・
・

・
本
件
土
地
は
更
地
と
し
て
譲

渡
さ
れ
た
も
の
と
み
る
べ
き
で

あ
る
。
」
と
判
断
し
て
い
る
。

Ⅴ
�
結
び
に

権
利
金
の
収
受
に
代
え
相
当

の
地
代
を
収
受
し
て
い
る
土
地

の
譲
渡
価
額
算
定
を
巡
る
事
案

は
、
上
記
２
つ
の
事
例
の
と
お

り
、
借
地
権
等
の
控
除
は
斟
酌

さ
れ
て
い
な
い
。
今
後
、
自
用

地
評
価
額
か
ら
２０
％
控
除
を
譲

渡
価
額
の
算
定
に
含
め
る
こ
と

は
、
大
き
な
リ
ス
ク
を
背
負
う

こ
と
を
覚
悟
し
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
と
筆
者
は
考
え
て
い
る
。

相
当
の
地
代
を
収
受
し
て
い
る
土
地
の
譲
渡
価
額
の
考
察

―

平
成
１８
年
５
月
２４
日
裁
決
、東
京
地
裁
平
成
１９
年
８
月
２３
日
判
決
を
踏
ま
え
て
―

山中茂治
【足立】

※
１

平
成
１８
年
５
月
２４
日
裁
決
（
事
例
集
７１
集
４
７
３
頁
）

※
２

東
京
地
裁
平
成
１９
年
８
月
２３
日
判
決
（
税
資
２
５
７

号
１
５
４
頁
（
順
号
１
０
７
６
３
）
）

※
３

東
京
地
裁
平
成
２
年
２
月
２７
日
判
決
（
税
資
１
７
５

号
７
６
４
頁
）
。
な
お
、
控
訴
審
は
東
京
高
裁
平
成
３

年
２
月
５
日
（
税
資
１
８
２
号
２
７
６
頁
）
で
原
審

判
断
を
維
持
し
た
。

※
４

平
成
元
年
８
月
９
日
裁
決
（
事
例
集
３８
集
１
８
８
頁
）
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